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庄内町の住民と岩手大がまちあるきでハザードマップを作成 

～土砂災害防止に向けた全国初の取り組み～ 
 

庄内町と岩手大学、新庄河川事務所では、昨今の土砂災害発生状況等を鑑

み警戒避難の強化に向けて「まるごと里ごとハザードマップ」（仮称）※1 を

作成します。8 月 22 日（月）にハザードマップ作成に向けた住民説明会を

開催します。 

地域の住民自らが危険箇所を確認し、土砂災害から身を守るための行動が

速やかにとれることを目的に取り組むものです。 
国立大学法人岩手大学では、「地域と協働した防災力向上に関する研究」（井

良沢道也教授）を進めています。今回、同教授の研究室の学生自らが地域防災

力向上に関して学ぶことも目的としています。 

地域と官・学が連携し、「まるごと里ごとハザードマップ」を作成する全国

で初めての取り組みになります。 
なお、今回の取り組みは、平成 29 年度に直轄砂防事業に着手してから、80

年の節目を迎えることを契機に実施するものです。 
 

記 

   ＜住民説明会＞ 

１．日  時 平成 28 年 8 月 22 日（月）19：00～20：30 

２．場  所 山形県東田川郡庄内町肝煎
きもいり

 和郷
わ ご う

会館 2Ｆ（木
き

の沢
さわ

地区） 

３．参加人員 庄内町木の沢地区町内会、岩手大学及び行政側 約 30 名程度 
 

※1）国土交通省では、平成 18 年 7 月から生活空間である市街地に水災にかかる各種情報を洪水関連標識として表示 
する「まるごとまちごとハザードマップ」（下記参照）を推進しています。これを基に新庄河川事務所では、砂 
防版として「まるごと里ごとハザードマップ(仮称)」と呼び、避難誘導標識の他に手作りの避難経路図の作成に 
取り組んでいくものです。 

 

（発表記者先） 
山形県政記者クラブ、酒田記者クラブ、鶴岡記者会、新庄新聞放送記者会 
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隆
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一
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さいとう
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わたる

 



「まるごと里ごとハザードマップ」（仮称）の取り組み １／３

＜全体スケジュール（予定）＞
・平成28年 8月22日（月） 住民説明会（趣旨説明）
・平成28年 9月17日（土） まちあるきと現地情報図の作成
・平成28年10月23日（日） 現地情報図の確認と図上検討会

＜実施項目＞
・住民説明会（趣旨説明）
・まちあるきと現地情報図の作成
・現地情報図の確認と図上検討会
・まとめの会（図上検討会成果の確認など）
・「まるごと里ごとハザードマップ」の作成と配布
・「まるごと里ごとハザードマップ」の検証

＜住民説明会（趣旨説明）＞
日 時：平成28年8月22日（月）19:00～20:30
場 所：山形県東田川郡庄内町肝煎 和郷会館2F（木の沢地区）
出席予定者：

・庄内町木の沢地区町内会
・庄内町
・国立大学法人岩手大学
農学部森林科学科 砂防学研究室 教授 井良沢 道也
同研究室の学生

・国土交通省 新庄河川事務所

＜平成28年度 実施箇所＞
対象地区：山形県東田川郡庄内町木の沢地区



「まるごと里ごとハザードマップ」（仮称）の取り組み ２／３

まるごと里ごとハザードマップ作成事例（西川町）

まちあるき
（Ｈ26年度 西川町）

図上検討会
（Ｈ26年度 西川町）

＜これまでの取り組み事例＞



「まるごと里ごとハザードマップ」（仮称）※1の取り組み ３／３
＜参考＞

まるごとまちごとハザードマップ （河川版）

「まるごとまちごとハザードマップ」と
は、近年被災経験のある住民が少な
くなり、自分の住んでいる地域の過去
の水害や洪水の危険度を知らない人
が多くなっています。

そこで、生活空間である“まちなか”
に洪水が発生した時の水位や避難所
までの案内標識を設置することにより、
自らが生活する地域の洪水の危険性
を実感するとともに、発災時に安全か
つスムーズな避難行動を支援し被害
を最小限にとどめる事を目的していま
す。又、地域の洪水ハザードマップの
更なる普及浸透及び危機意識の醸成
と洪水時の避難場所等の認知度向上
を図ることも目的としています。

※ 1） 国土交通省では、平成１８年７月から生活

空間である市街地に水災にかかる各種情報を洪
水関連標識として表示する「まるごとまちごとハ
ザードマップ」（下記参照）を推進しています。これ
を基に新庄河川事務所では、砂防版として「まるご
と里ごとハザードマップ(仮称)」と呼び、避難誘導標

識の他に手作りの避難経路図の作成に取り組ん
でいくものです。


